（消費税廃止各界連）2025年3月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税が導入されてから36年がたちます。1989年に税率3％で導入された消費税は、10％まで引き上げられてきました。暮らしや商売、地域経済を痛めつけてきた消費税は減税、廃止すべきです。
◆消費税は所得税と法人税の減税を強く求めてきた財界・日本経団連の要望にこたえる形で導入されました。消費税が5％、８％、１０％と引き上げられるたび、法人税は引き下げられ、88年に42％だった法人税は現在23・2％になっています。その結果、資本金1億円超の大企業の税負担は大幅に軽減され、内部留保は88年の58・7兆円から2023年までに394・4兆円へと増加しました。
◆大企業が約7倍に内部留保を増やす一方、国民の世帯所得中央値は88年の453万円から405万円へと1割以上減少しました。国の借金である国債の発行残高は1317兆円超と36年間で10倍近くに膨らみました。大企業から多額の献金を受け続けてきた政府・自民党が歪んだ税制をつくり、日本全体の活力を奪ってきたことは明らかです。
◆政府は「消費税は社会保障財源」だからと説明しますが、この36年で社会保障は改悪の連続です。病院の窓口負担は1割から3割へ増え、保険料も上がる一方です。年金の保険料は倍増したのに、支給開始年齢は65歳へと先延ばしになりました。介護保険では「保険あって介護なし」の事態に加え、利用者の自己負担割合も増え続けています。教育や保育はどんどん民間に委託され、教育費は上がる一方。待機児童数は減っていると言いますが、全員が希望した近所の保育園に入れるわけではなく、両親が働きながらの子育ては全く余裕がありません。
◆消費税に頼らない税制に転換させましょう。大企業や富裕層を優遇する不公平な税制をただし、所得税や法人税を負担能力に応じて集めるしくみにかえれば53兆円を超える税収を生み出すことができると試算されています。
◆世界では１１０の国、地域が日本の消費税にあたる付加価値税を減税しています。ベトナムでは、2022年から実施した消費税減税によって景気が回復し、25年も減税措置を延長することを決めています。日本でも消費税の減税・廃止を実現させようではありませんか。
◆自公政権は防衛費拡大を強行し、25年度予算案では史上初めて8兆円を超えました。この３年間で３兆円も引き上げられ、基地攻撃のための長距離ミサイルや戦闘機の購入をはじめ、全国でミサイル配備や弾薬庫建設が急速に進められています。税金は軍事費ではなく、暮らしに回せの声をご一緒にあげましょう。
◆いま、お願いしている署名は、消費税率５％以下への減税、インボイス制度の廃止を求める国会請願署名です。現在まで、立憲、共産、れいわ、国民、沖縄の風、社民など8会派に所属する51人の議員から紹介議員を引き受けると賛同が寄せられ、国会に消費税減税・インボイス廃止の声を届けています。
◆埼玉県議会では12月に、「インボイス廃止を求める意見書」が採択されました。意見書では「インボイスそのものを廃止することが最良」と述べられています。埼玉では県議会に続き、3つの自治体でインボイス廃止の意見書が採択されています。
◆署名の力で世論と運動を広げ、消費税減税とインボイス廃止を実現させましょう。
